事業の全部譲渡（個人）による承継届について
個人が事業の全部を譲り受けることにより液化石油ガス販売事業者の地位を承継した場合は，次の書類を広島県知事に提出すること。
	
	名称
	様式
	根拠規定

	１
	液化石油ガス販売事業承継届書（甲）
	様式第６
	規則第10条第1項

	２
	液化石油ガス販売事業者事業譲渡証明書
	様式第７の２
	規則第10条第2項

	３
	液化石油ガス販売事業者事業譲渡明細書
	任意
	　　　〃

	４
	登録拒否事項に該当しないことの誓約書（個人の場合）
	
	法第10条但し書
法第４条第１項

	５
	住民票
	
	


保安機関についても事業の全部譲渡により地位を承継した場合は，次の書類を広島県知事に提出すること。
	
	名称
	様式
	備考

	６
	保安機関承継届書（甲）
	様式第21
	規則第42条第1項

	７
	保安機関事業譲渡証明書
	様式第22の２
	規則第42条第2項

	８
	保安機関事業譲渡明細書
	任意
	　　　〃

	９
	欠格事項非該当誓約書（個人の場合）
	
	法第35条の４による準用
法第30条

	10
	住民票
	
	


　
・承継届書の「承継者に関する事項」欄については，登録（認定）を受けていない者が承継した場合は，非承継者の登録（認定）の年月日及び登録（認定）番号を記載すること。
・住民票は原本とするが，販売事業と保安機関の承継届をあわせて提出する場合，１通は原本，１通は写しでよい。
・承継により業務主任者等の変更がある場合は，業務主任者等選任（解任）届書を提出すること。
・既に認定を受けている者が保安機関を承継した場合は，保安業務規程の変更認可申請をすること。
